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事後審査型条件付一般競争入札の実施について 

 

下記のとおり、事後審査型条件付一般競争入札を実施する。 

 

   令和 ８ 年 ９ 月 15 日 

             日向市長  西 村 賢 

 

記 

 

１ 競争入札に付する事項 

(１) 案 件 名 Ｒ８－８４ 旧東郷総合支所他２施設 解体工事 

（以下「本案件」という。） 

(２) 場 所 日向市東郷町山陰丙１３７４番地 

(３) 履行期限 令和９年２月 26日まで 

(４) 概 要 ・旧総合支所（ＲＣ４階建    1093.52 ㎡） 

・付属棟  （ＲＣ＋Ｓ造２階建 513.85 ㎡） 

・車庫棟  （Ｓ造  １階建  207.94 ㎡） 

・上記建築物に係る建築、電気設備、給排水設備及び空調設備の解体工事 

・対象敷地内の小規模な構造物、植栽、舗装の解体工事 

 

(５) 予定価格 １４０，２５０，０００円 

       （予定価格に 110 分の 100 を乗じて得た価格 １２７，５００，０００円） 
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２ 競争入札に参加する者に必要な資格 

本案件に係る入札参加資格を有する者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

工事の種

類 

解体工事 等級区分 － 

参加方法 ●自主結成による特定建設工事共同企業体での参加（単独参加は認めない。） 

・構成員数は、代表構成員及びその他構成員の２者とする。ただし、解体工事に

係る建設業法第３条第１項に規定する許可を受けてからの営業年数が５年を超え

ていない者は、構成員となることができない。 

・代表構成員は、解体工事に係る特定建設業の許可を有すること。  

・その他構成員は、解体工事に係る特定建設業又は一般建設業の許可を有するこ

と。 

・出資比率は、各構成員 30 パーセント以上とする。ただし、代表構成員の出資

比率は、構成員の中で最大でなければならない。 

・本案件に係る他の共同企業体の構成員となることはできない。 

事業所所

在地要件 

●各構成員の共通資格要件 

・日向市内に本店を有すること 

名簿登載

要件 

●各構成員の共通資格要件 

・令和７・８年度日向市建設業者等有資格業者名簿（建設業者）に、解体工事の

業種で登録されていること。なお、解体工事について経営事項審査を受けてお

り、契約締結日においても有効な経営事項審査結果を有していること。 

実績要件 ●代表構成員の資格要件 

・次のア及びイの要件をすべて満たす工事を元請として施工した実績があるこ

と。ただし、共同企業体の構成員としての実績については、出資比率が 20 パー

セント以上の場合に限る。 

ア 平成 28 年度以降に完成した工事（発注者の区分は問わない。）であるこ

と。 

イ 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物に係る解体工事

であること。（建替工事において行う解体工事を含む。） 

● その他構成員の資格要件 

なし 

配置技術

者要件 

●各構成員の共通資格要件 

・技術者の専任配置を必要とする。ただし、監理技術者を配置する場合（下請契

約の請負代金額の合計が 5,000 万円以上となる場合。以下同じ。）において、監

理技術者補佐を専任配置するときは、監理技術者を専任で配置することを要しな

い。 
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・入札参加申請日以前から、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者

であること。 

●代表構成員の資格要件 

・監理技術者を配置する場合は、解体工事の監理技術者証及び監理技術者講習修

了証を有すること。 

・主任技術者を配置する場合は、解体工事において建設業法第７条第２号イ、ロ

又はハに該当する者であること。 

 例 一級土木施工管理技士の資格を有する者 

二級土木施工管理技士（土木）の資格を有する者 

 

※平成 27年度までの建設業法における技術検定（土木施工管理又は建築施工管

理）に合格した者及び技術士法における技術士（建設部門又は総合技術監理部門

（建設））である者が解体工事業の技術者となるためには、解体工事に関する実

務経験が 1 年以上あること、又は登録解体工事講習を受講していることが必要で

ある。 

●その他構成員の資格要件 

・解体工事において建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者を主任技術 

者として配置すること。 

例 一級土木施工管理技士の資格を有する者 

二級土木施工管理技士（土木）の資格を有する者 

 

※平成 27年度までの建設業法における技術検定（土木施工管理又は建築施工管 

理）に合格した者及び技術士法における技術士（建設部門又は総合技術監理部門 

（建設））である者が解体工事業の技術者となるためには、解体工事に関する実 

務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要 

その他要

件（本案

件に特有

なもの） 

 

・代表構成員は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14条の規定に基づく産

業廃棄物処理業（収集運搬業又は処分業）の許可を受けている者であること。 

・代表構成員及びその他構成員が、本案件に係る設計業務等の受託者でないこ

と。また、代表構成員及びその他構成員と当該受託者との間に、資本関係及び人

的関係がないこと。 

  受託者の商号又は名称 長田建築企画設計事務所 

  受託者の本店の所在地 日向市梶木町１丁目２番地 
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その他要

件（一般

競争入札

において

共通） 

・地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない

者であること。  

・手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があ

り、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。  

・会社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17条に規定する更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条に規定する再生手続開始の

申立ての事実がある等、経営が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

・民事執行法（昭和 54年法律第４号）に基づく仮差押え等の金銭債権に対する

強制執行若しくは国税、地方税その他の公課について滞納処分による強制執行の

措置を受け、支払が不可能になった者でないこと、又は第三者の債権保全の請求

が常態となったと認められる者でないこと。  

・本案件の公告日から落札が確定する日までのいずれの日においても、市が発注

する建設工事等の契約に係る競争入札参加者の資格、指名基準等に関する要綱

（昭和 57年日向市告示第 34 号）第 10条の規定に基づく指名停止を受けていな

い者であること。 

・本案件の公告日から落札が確定する日までのいずれの日においても、県が発注

する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関する要綱（平成 20年宮崎

県告示第 369 号）第 10条の規定に基づく指名停止を受けていない者であるこ

と。 

・入札参加者及びその役員が日向市暴力団排除条例（平成 23 年日向市条例第 23

号）第２条５号に規定する暴力団等及び警察当局から排除要請がある者でないこ

と。 

 

・入札に参加しようとする者のうち、２者の間（共同企業体の場合はその構成員

と別の共同企業体の構成員との間。以下同じ。）に、次のいずれかに該当する関

係がないこと。 

ア 資本関係 

  次のいずれかに該当する 2 者の間に資本関係がある場合 

(ア) 会社法（平成 17年法律第 86 号）第 2 条第 4 号の 2 の親会社等（以下

「親会社等」という。）と、同条第 3 号の 2 の子会社等（以下「子会社

等」という。）の関係にある場合 

(イ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

  次のいずれかに該当する 2 者の間に人的関係がある場合。ただし、(ア)につ

いては、会社等（会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第 2 条第 3 項
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第 2 号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が、民事再生法第 2条第 4

号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第 2条第 7

項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

(ア) 一方の会社等の役員（会社法施行規則第 2条第 3 項第 3 号に規定する

役員のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員

を現に兼ねている場合 

a 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

(a) 会社法第 2条第 11号の 2 に規定する監査等委員会設置会社にお

ける監査等委員である取締役 

(b) 会社法第 2条第 12号に規定する指名委員会等設置会社における

取締役 

(c) 会社法第 2条第 15号に規定する社外取締役 

(d) 会社法第 348 条第 1 項ただし書の規定により、定款に別段の定め

がある場合において業務を執行しないこととされている取締役 

b 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

c 会社法第 575 条第 1項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は

合同会社をいう。）の社員。ただし、同法第 590 条第 1 項ただし書の規

定により、定款に別段の定めがある場合において業務を執行しないこ

ととされている社員を除く。 

d 組合の理事 

e その他業務を執行する者であって、a から dまでに掲げる者に準ずる 

 者 

(イ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等について、会社更生法第 67条第

1 項又は民事再生法第 64 条第 2項の規定により選任された管財人を現に

兼ねている場合 

(ウ) 上記(ア)又は(イ)と同視し得る資本関係又は人的関係があると認めら

れる場合 

 
３ 入札・契約条項を示す場所及び期間 

  

場  所 
日向市本町 10 番５号 

日向市 総務部 総務課   

期  間 

令和８年９月 15日（火）から令和８年 10 月 30 日（金）まで 

（土曜、日曜及び祝日を除き、８時 45 分から 16時 30 分まで。ただし、12 時

から 13 時を除く。） 
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そ の 他 
宮崎県入札情報サービスでも掲示しています。 

https://www.e-nyusatsu-joho.pref.miyazaki.lg.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj 

 

４ 入札の日程等に関する事項 

入札手続等 期間・期日等 注意事項 

質疑の受付期限 令和８年 10 月２日（金）12 時まで  下記※１参照 

入札参加届出書提出期限 令和８年 10 月２日（金）17 時 15 分まで 下記※２参照 

入札参加資格有無の通知 令和８年 10 月５日（月）までに通知  

入札書受付 
令和８年 10 月 14 日（水）８時 30 分から 

令和８年 10 月 15 日（木）10 時まで 
下記※３参照 

開 札 令和８年 10 月 15 日（木）13 時 30 分 下記※４参照 

 

※１ 質疑の受付方法について 

 内   容 

提 出 方 法 
指定様式により、FAX 又は電子メールで送付すること。 

※指定様式は宮崎県入札情報サービスに掲示する。 

提 出 先 

日向市 総務部 資産経営課 公共施設マネジメント係 

FAX ：0982-54-8747 

E-mail: shisankeiei@hyugacity.jp 

質疑に対する回答 
質疑に対する回答については、令和８年 10 月５日（月）17 時 15 分までに、宮

崎県入札情報サービスに掲示する。 

 

※２ 入札参加届出書の提出について 

項   目 内   容 

提 出 方 法 

原則として、電子入札システムにより提出すること。ただし、パソコンの不

具合等がある場合に限り、紙入札方式での参加を可能とする。紙入札方式に

よる場合は、入札参加届出書提出期限までに、持参又は郵便（郵便の種類を

問わない。期限内必着）により提出すること。 

提 出 先 日向市 総務部 総務課 

提 出 書 類 

① 事後審査型条件付一般競争入札参加届出書（様式第１号） 

② 建設業許可通知書又は建設業許可証明書 

③ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（最新のもの） 

④ 特定建設工事共同企業体協定書 

⑤ 委任状 

⑥ 産業廃棄物処理業（収集運搬業又は処分業）の許可証 

⑦ 紙入札方式参加承諾願  ※紙入札の場合のみ 
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そ の 他 

提出された入札参加届出書等に不備があった場合は、当該不備のある書類を

入札参加届出書提出期限日までに電子入札システム、持参又は郵便（郵便の

種類を問わない。期限内必着）により再提出すること。 

 

※３ 入札書受付について 

項 目 内 容 

入札方法 

・原則、電子入札システムによる。 
・ただしパソコンの不具合等がある場合に限り、紙入札方式での参加を可能と

する。紙入札方式による場合は、開札日時の 10 分前までに、紙入札方式参加

承諾願（既に提出している場合は再度の提出不要）、入札書、必要に応じて委

任状を総務課へ持参すること。 

入札書の 
記載方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該金額の100分の10に相当

する金額を加算した額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

金額）を落札金額とする。したがって、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額

の110分の100に相当する金額を記載すること。 

入札保証金 免除 
最低制限 

価格 
設定する。 

内訳書 必要 

その他 
入札参加資格を有する旨認められた者が入札を辞退しても、今後不利に扱われ

ることはありません。 
 
※４ 開札について 

項 目 内 容 
入札執行 

回数 
・１回 
・なお、入札参加者が１者の場合でも、入札を執行する。 

落札候補者

の決定 

・最低制限価格以上かつ入札比較価格以下の範囲内で、最低価格を提示した

者を落札候補者とする。ただし、最低価格を提示した者が２人以上あるとき

は、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 
・落札候補者が決定したら、直ちに落札候補者に連絡を行う。 

入札の無

効・失格 
別紙「入札における無効・失格及び不調におけるルールについて」による。 

技術審査会

及び落札者

の決定 

提出期限 令和８年 10 月 19 日（月）17 時 15 分まで 
提出方法 持参又は郵送（提出期限必着） 
提出書類 ①事後審査型条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式第２

号） 
②同種工事施工実績調書（様式第３号） 
③主任（監理）技術者等の資格・工事経験調書（様式第４号） 
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提出先 日向市 総務部 総務課 
その他 ・提出期限の翌日から起算して２日以内に技術審査会を開催し、そ

の審査結果に基づき、落札者を決定する。 
・提出期限までに書類の提出がない場合には、当該落札候補者が行

った入札を無効とする。この場合には、次順位者を落札候補者とし

て、この者に書類の提出を求める。 

契約締結に

ついて 

・落札者は、落札者決定の通知日から起算して１週間以内に契約書を作成し、

持参又は郵便（郵便の種類を問わない。提出期限内必着）により提出すること。

なお、特別な事情により提出期限を超過するおそれがある場合は、落札者決定

後、直ちに総務課と協議すること。 
・「工事請負契約書の作成手順」を参考に、契約書を作成すること。 

 

５ その他 

本公告に定めのない事項については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、施行令、規則、

要領等の定めるところによる。 

 

６ 契約に関する事務担当係 

 ○入札、契約に関すること  日向市 総務部 総務課 契約係   

〒883-8555 日向市本町10番5号 

電 話 0982－54－5761  

ＦＡＸ 0982－54－8747 

○業務内容に関すること   日向市 総務部 資産経営課 

                      公共施設マネジメント係 

      〒883-8555 日向市本町10番5号 

電 話 0982－66－1036  

ＦＡＸ 0982－54－8747 

 


